
 

 

島根県版政労使会議を開催し、共同宣言案を採択しました 
 

令和８年２月９日（月）、サンラポーむらくもにおいて、丸山島根県知事をはじめ、

行政機関や県内の労使団体の代表者等にご出席いただき、島根県政労使会議を開催しま

した。 

本会議は、労務費の適切な価格転嫁等を含めた賃金引き上げに向けた機運の醸成を目

的として、県内中小企業の賃金引上げに向けた環境整備を進めていくため、政労使の代

表による意見交換を行うことを目的に開催したもので、今回が３回目となります。 

今回は、議事を地域に一層即したものとするため、「持続可能な島根県」をサブテー

マとして設定しました。 

会議では、行政機関からの説明の後、各団体から賃上げに関する現状・課題・取組等

について御発言いただき、意見交換を行いました。 

最後に、本会議の取りまとめとして、相互の信頼と協力に基づき、雇用の維持に加え、

適切な価格転嫁と持続的な賃上げによる島根県の経済発展を実現し、「持続可能な島根

県」のため相互に連携して取り組むこととして、共同宣言（別紙）を採択しました。 
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島根県政労使会議 共同宣言 

 

 

 島根県においては、少子高齢化や若者の県外流出などにより、労働力人口の

減少が著しく、人手不足感は深刻な状況である。 

 また、労務費・原材料価格やエネルギー価格の高騰が、企業の事業活動に大

きな影響を及ぼしており、特に県内企業の９割以上を占める中小企業・小規模

事業者では、物価高騰によるコスト上昇分を取引価格に十分反映させることが

未だ容易ではない状況であり、大変厳しい経営環境となっている。 

 さらに、世界経済の先行き不透明感があり、強じんな経営、そして安定的な

労使関係、つまり雇用の維持がますます重要となっている。 

 このため、労使協調の下、働き方改革などの推進による働きやすく魅力ある

職場環境の整備を進め、労働者の雇用を維持し、人手不足を緩和するとともに、

労務費・原材料価格・エネルギーコスト等について適切な価格転嫁を進め、賃

上げ原資を確保することで賃上げを目指し、地域経済を発展させていくことが

重要である。 

 島根県政労使会議は、相互の信頼と協力に基づき、雇用の維持に加え、適切

な価格転嫁と持続的な賃上げによる島根県の経済発展を実現し、「持続可能な島

根県」のため、次に掲げる事項について、所掌の範囲で相互に連携して取り組

むことを宣言する。 

 

１ ＤＸ及び働き方改革などを通じて県内企業が業務効率化や生産性向上を進

め、労働者の雇用が守られる環境を整備することを支援するための各種助成

金制度の周知を行う。また、労働者の意欲・能力が十分発揮できるようにす

るため、人材育成やリスキリングを一層進める。 

 

２ 労務費・原材料価格・エネルギーコスト等の上昇分が適切に取引価格に反

映されるよう、価格転嫁・取引適正化に関する各種情報を共有、周知すると

ともに、取引先との共存共栄関係を宣言する「パートナーシップ構築宣言」

の普及拡大に努め、地場産業と労使関係の安定的な発展を図る。 

別 紙 



 

 

令和８年２月９日 

 

島根県政労使会議 

 

一般社団法人島根県経営者協会    会 長  久保田 一朗 

 

島根県商工会議所連合会       会 頭  田部 長右衛門 

 

島根県商工会連合会         会 長  高橋 日出男 

 

島根県中小企業団体中央会      会 長  金崎 芳男 

 

日本労働組合総連合会島根県連合会  会 長  景山  誠 

 

島 根 県             知 事  丸山 達也 

 

経済産業省中国経済産業局      局 長  林  揚哲 

 

近畿中国四国事務所中国支所     支所長  村重 健太郎 

 

厚生労働省島根労働局        局 長  岩見 浩史 

 

 

公正取引委員会 



島根県政労使会議 出席者名簿 

 

［日時］令和８年２月９日（月） 13:30～15:00 

［場所］サンラポーむらくも 瑞雲の間（松江市殿町 369） 

 

団体・機関名 役職 氏名 

一般社団法人島根県経営者協会 会長 久保田 一朗 

島根県商工会議所連合会 会頭 田部 長右衛門 

島根県商工会連合会 副会長 福井 竜夫 

島根県中小企業団体中央会 会長 金崎 芳男 

日本労働組合総連合会島根県連合会 会長 景山 誠 

島根県 知事 丸山 達也 

公正取引委員会中国支所【web 参加】 支所長 村重 健太郎 

中国経済産業局    【web 参加】 産業部長 神田 恭秀 

島根労働局 局長 岩見 浩史 

（敬称略） 



 

「島根県政労使会議」議事概要 

 

日時：令和８年２月９日（月）13:30～15:00 

場所：サンラポーむらくも 瑞雲の間 

 

 

１ 会議のテーマ 

 賃金上昇が物価上昇を安定的に上回る経済の実現に向けて、賃上げ水準を持続的

なものとし、その流れを県内や中小企業にも波及させていくことが重要。 

 そのため、島根県において、賃金引上げに向けた機運を一層醸成する観点から、

「賃金引上げに向けた取組」を主テーマとして、賃金上昇と物価上昇のギャップ、

地方の構造的な労働力不足、若者流出などを背景にサブテーマとして「持続可能な

島根県」を設定。 

 

２ 会議概要 

 会議では、行政機関からの説明の後、各団体から賃上げに関する現状・課題・取

組等について御発言いただき、意見交換を行った。 

【主な内容】 

(1) 行政機関説明 

① 島根労働局 

⚫  2026年の賃上げを「経済好循環に向けた重要局面」と説明。 

⚫  政府の総合経済対策、価格転嫁促進、生産性向上施策などを紹介。 

⚫  リスキリングの国民運動（令和８年度～３年間）開始。 

② 中国経済産業局 

⚫  中小企業の「稼ぐ力」強化に向け、価格転嫁・生産性向上・事業承継

を重点化。 

⚫  価格交渉の実施率は、９割近くまで上昇。ただしまだ「道半ば」。 

⚫  パートナーシップ構築宣言は島根で 305社に拡大。 

⚫  省力化補助金（一般型・カタログ型）の実績も報告。 

③ 公正取引委員会 

⚫  中小企業間取引での価格転嫁が依然不十分との調査結果を説明。 

⚫  労務費転嫁指針の認知度向上が課題。島根は全国平均より低い。 

⚫  協議に応じない一方的な価格決定の禁止を改正下請法で追加。 

④ 島根県 

⚫  島根県の賃金の平均伸び率は全国平均より低く、格差が拡大。 

⚫  価格転嫁は原材料費以外で「半分以上転嫁できた企業」が半数未満と

厳しい状況。 

⚫  最低賃金 1,033円（前年比 +7.3%）。2020年代までに全国加重平均

1,500円の政府目標に対しては、県内企業の７割が「対応困難」と回

答。 

 

(2) 島根県知事コメント（丸山知事） 

⚫  物価上昇・社会保険料負担が実質賃金を圧迫、若者流出を加速させて

いる。 

⚫  大企業から中小企業への価格転嫁が不十分。中小企業間取引での価格



転嫁に問題がないわけではないが、大企業からの価格転嫁が充分でなけ

れば、中小企業で価格転嫁が進むはずがない。 

⚫  省力化補助金の利用件数が少なく、要件が厳しい。余力があるところ

にしか支援ができていない。 

⚫  国に対して抜本的な支援を要望。 

 

(3) 意見交換 

① 経営者側 

⚫  賃上げはここ数年で大幅に実施済だが、防衛的賃上げが多い。 

⚫  今後の最低賃金引上げが中小企業の経営を圧迫。 

⚫  働き方改革よりも“業務効率化・ＤＸ”を重視すべきという意見。 

⚫  多くの小規模企業は価格転嫁がほとんどできず、賃上げは「身を削っ

て」実施。 

⚫  要件が厳しい支援策は利用できないため、実態に即した支援が必要。 

⚫  中小受託取引適正化法について、認知不足と思われるので、我々とし

ても周知をしていきたい。 

② 労働組合側 

⚫  実質賃金のマイナスは続いており、2026年は６%賃上げ要求（中央の

５%より高い）。 

⚫  非正規雇用・中高年層の処遇改善も重要。 

⚫  人材育成・リスキリングを企業は削りやすく、支援の強化を求める。 

⚫  労使の継続した対話が必要。 

 

３ まとめ（総括） 

 本会議では、島根県経済を支える中小企業の厳しい現状が共通認識として示さ

れ、相互の信頼と協力に基づき、雇用の維持に加え、適切な価格転嫁と持続的な賃

上げによる島根県の経済発展を実現し、「持続可能な島根県」のため相互に連携して

取り組むこととして、共同宣言を採決した。 

 

【共同宣言のポイント】 

①  ＤＸおよび働き方改革を通じた生産性向上と雇用維持 

②  労務費・原材料費・エネルギー費の適切な価格転嫁の促進パートナーシ

ップ構築宣言の普及拡大。 


